
石川県リハビリテーションセンター 

地域における 

障害者自立支援機器の普及促進の取組事例 

石川県における 

福祉用具の適合等による自立支援の取組み 

【趣旨】 
表紙スライド 
○青枠内に、自治
体名と貴機関名を
用いたタイトルを
ご記入ください。
（「機能と特色」
でなくても結構で
す） 
○作成いただいた
部署名を記載願い
ます。 
○自治体（専門職
ではない）の方に
幅広く配信します
ので、イメージが
しやすい構成にし
ていただけると幸
いです。 



 北陸地方の中央に位置し、東は富山県及び岐阜県、南は福井県に接し、北は
能登半島となって日本海に突出しており、金沢市を除き県を４つの障害保健福
祉圏域に区分している。 
 また、県の障害者自立支援協議会では年２回のネットワーク会議を開催し、
１９市町によって構成される１３地域の障害者自立支援協議会では、障害者の
相談支援、就労、就学等のワーキング部会により県全域の障害者福祉サービス
について積極的な検討がなされている。  

【人口】１，１５１，３３７人（平成２８年４月１日現在） 
【面積】４，１８６ ㎢ 
【障害児・者の人数】 身体障害者数：４５，０８７人   
           知的障害者数： ８，４２１人 
           精神障害者数： ６，４１６人   
            

【概況】 

１ 地域の概況と取組の経緯 

 平成６年にリハビリテーションセンター（以下、センター）を開設。平成８年にはセンター、工業試験場、
土木部建築住宅課の医工学連携組織である「バリアフリー推進工房」を設置し、平成１０年にウェルフェア
テクノハウスをセンター敷地に建設したことで、それ以降、障害のある方や高齢者への道具や環境の適合・
改良等による自立生活支援、企業等への福祉用具・ユニバーサルデザイン製品の研究開発支援、公共施設等
のバリアフリー化に関する技術支援が加速した。 
 平成１５年に県リハビリテーション支援事業、平成１６年に県介護実習普及センターからの移管で福祉用
具研修普及事業、平成１８年に難病相談支援事業、平成１９年に高次脳機能障害相談支援事業を開始した。 
また平成２５年からは、身近な地域で補装具や福祉用具等による自立生活支援が展開されることを目的に、
障害者自立支援協議会単位（１３地域）で相談支援専門員、リハ専門職等による技術支援ネットワークが構
築できるようなモデル事業を実施している。 

【取組の経緯】 

【趣旨】 
スライド１ 
○【概況】では自
治体の全体像と障
害福祉をつかんで
もらうため概説。 
○【人口】【面
積】【障害者数】
についても、記載
願います。 
○【経緯】では、
先進的にも取り組
むことになった経
緯と変遷について、
地域のニーズとと
もに記載願います。 
○地域がわかりや
すい画像も貼付願
います。 

石川県リハビリテーションセンター 



２－１ 石川県リハビリテーションセンターの組織 

庶務課   （事務管理） 

支援課 

県リハビリテーション 
 支援センター 

・地域リハビリテーション推進事業 
・リハビリテーション研修事業 
・福祉用具研修・普及事業 
・リハビリテーション技術支援 
  ネットワーク構築事業 

 
・医師：１名（兼務） 

・作業療法士：６名 
       （うち１名嘱託） 

・理学療法士：１名 
・ソーシャルワーカー：１名 
・リハ工学エンジニア：４名           
       （うち２名兼務） バリアフリー推進工房 ・バリアフリー推進工房事業 

難病相談・支援センター ・難病相談・支援センター事業 

・保健師：４名（うち１名嘱託） 

・臨床心理士：１名（嘱託）  

高次脳機能障害相談・ 
 支援センター 

・高次脳機能障害支援体制整備事業 

連
携 



２－２ 地域リハビリテーションの支援体制  

 障害のある方や高齢者の自立生活や社会参加を促進するため、医師、作業療法士（ＯＴ）、理学療法
士（ＰＴ）、リハビリテーション工学技師（ＲＥ）、社会福祉士、保健師などの専門スタッフが関係機
関と連携し、地域における相談、生活・就学・就労支援を行っている。 

【趣旨】 
スライド２ 
○支援機器の普及
に関する取組の全
体像について、特
長を２～３行で概
説の上、全体像の
図を記載願います。 
○既存のものがあ
れば、それを貼り
付けてください。 
○施設で行ってい
る機能も記載願い
ます。 
○特に主体機関
（右図「機器活用
センター」）が明
確になるよう配慮
願います。 

保健福祉センター 
（地域リハ広域支援センター） 

更生相談所 

住    民 

医療機関 

福祉施設 

教育機関 

  就労施設等 

地域包括支援センター 

市 町 

 リハビリテーションセンター 
  

    ・リハビリテーション支援センター 

    ・難病相談・支援センター 

    ・高次脳機能障害相談・支援センター 

    ・バリアフリー推進工房 

基幹相談支援センター 
 

（委託相談支援事業所） 



石川県リハビリテーションセンター 

地域 

リハビリテーション 

支援 

難病相談・支援 

センター 

高次脳機能障害 

相談・支援センター 

２－３ バリアフリー推進工房の支援体制 
 センター（医師、ＯＴ、ＰＴ、ＲＥ）､工業試験場（工業デザイナー）､土木部建築住宅課（建築士）の医工学連携組織により、 
障害のある方や高齢者への道具や環境の適合･改良による自立生活支援はじめ、企業等への福祉用具･ 
ユニバーサルデザイン製品の開発支援、公共施設等のバリアフリーに関する技術支援を行っている。 

工業試験場 

リハビリ 
テーション 
センター 

土木部 
建築住宅課 

バリアフリー 
推進工房 

企業・行政 
 

福祉用具や     

ユニバーサル

デザイン製品 

・環境の開発 

障
害
の
あ
る
方
・高
齢
者 

連携 研究開発支援 支援 

身体障害更生相談所（補装具相談） 

連
携 



展示数 面積 構成職員 

約2,300点 約4,700㎡ 医師：１名【兼務】 

作業療法士（ＯＴ）：６名 
理学療法士（ＰＴ）：１名 
リハエンジニア（ＲＥ）：４名【うち２名兼務】 

ソーシャルワーカー（ＳＷ）：１名 
保健師：４名 
臨床心理：１名 

【特色】 

【センター概況】 

・センターの支援課は､県内のリハビリテーション専門相談支援機関であり､ＯＴ・ＰＴ､ＲＥ､ＳＷ､  
 保健師等の専門職が連携してリハビリテーションセンター事業、バリアフリー推進工房事業、福祉用 
 具研修・普及事業、難病相談・支援事業、高次脳機能障害相談・支援事業を実施している。 
・福祉用具や環境調整による自立生活技術支援（テクニカルエイド）においては、試用や評価のために 
 ウエルフェアテクノハウス「ほっとあんしんの家」のバリアフリー体験住宅、シュミレーション空間 
 及び約２，３００点の福祉用具を整備して相談、支援に対応している。 
・相談支援では、来所、訪問、電話等による相談を行い、福祉用具等の活用については試用検討のため 
 の貸出により実際の生活環境に適応した導入支援を行っている。 
・相談支援の普及啓発については、各地域の市町、介護支援専門員、障害者の相談支援専門員及び医療 
 機関との連携による技術支援を行い、導入後のフォーローアップ体制がとれるように対応している。 
・一般県民や学生を対象にした福祉用具啓発普及事業、専門職に対する福祉用具や住環境の適合に関す 
 る研修会を企画し、福祉用具やバリアフリー体験住宅を用いた実技研修を実施している。 
・平成２５年度から福祉用具等による技術支援が各地域で展開できるようモデル事業を実施している。 

３－１ リハビリテーションセンター支援課の機能 
【趣旨】 

スライド３ 
○【施設概況】に
て、展示（備）品
数、面積（評価室
や事務室含む）、
支援機器に関わる
職員数と職種を記
載願います。 
○【特色】にて、
特に一般的な機器
展示場との違いを
明確にしつつ、貴
施設が工夫・注力
している点を記載
願います。 
○構造や見取り図
等実態を理解しや
すい画像も貼付願
います。 



３－２ バリアフリー推進工房の機能 【趣旨】 
スライド２ 
○支援機器の普及
に関する取組の全
体像について、特
長を２～３行で概
説の上、全体像の
図を記載願います。 
○既存のものがあ
れば、それを貼り
付けてください。 
○施設で行ってい
る機能も記載願い
ます。 
○特に主体機関
（右図「機器活用
センター」）が明
確になるよう配慮
願います。 

   

     バリアフリー推進工房は、センター、県工業試験場、県土木部の医工連携組織 

                 （設置：平成８年４月１日 石川県組織規則第２１条第１項の規定） 

       ●障害のある人への福祉用具や住環境の適合・改良による自立支援（テクニカルエイド） 

       ●福祉用具やユニバーサルデザインに関する研究開発 

       ●企業への福祉用具等の製品開発に関する相談支援 

       ●行政等への公共建築・まちなみ等のユニバーサルデザインに関する相談支援    

【特色】 



３－３ 石川県リハビリテーションセンターの機能 

ＰＴ室 
（吹き抜け） 

技師室 

バリアフリー 
推進工房 

研究室 

トイレ 更衣室 

検査室２ 検査室１ 

ＳＴ室 
ＥＶ 

 
 

エントランス 
（吹き抜け） 

■センター 【２Ｆ】 

 ・福祉用具展示・貸出 

 ・身体特性評価 

■センター 【４Ｆ】 

寝室 
特殊トイレ 
・浴室 

トイレ 浴室 

洗濯室 

台所 居間 

ＥＶ 

玄関 

寝室 

リビング 
車庫 

■ほっとあんしんの家 【２Ｆ】 

 ・生活基本動作評価 

■ほっとあんしんの家 【１Ｆ】 

 ・実際の住宅環境での試用評価・適合 

渡り廊下 

事務室 

ＥＶ 

地域リハ 

連絡室 

地域リハ 

支援室 

職員室 

所長室 

倉庫 

相談室３ 

ＥＶ 

相談室１ 

トイレ 

研究室 

研究室 

相談室２ 

トイレ 

講師室 

ＥＶ 

交流室１ 

視聴覚室 

倉庫 

大研修室 

交流室２ 

図書室 

■センター 【３Ｆ】 



４－１ 機能（１） 

①日常生活、就学、就労に関する技術支援 
  移動や入浴など本人に適した生活動作の支援（支援機器 
 の活用と環境の整備、活用方法の指導等）を行う。 
 

②福祉用具の適合、住宅環境調整に関する技術支援 
  既製品では対応できない福祉用具や補装具等の改良・適 
 合支援を進める過程で、試作品の制作、試用検討等により 
 本人に適した道具の提供を支援する。 
 

③施設や学校等へのバリアフリー化に関する技術支援 
  利用者の能力を引き出し、自立度の高い施設環境や道具 
 を提案する。 
 

④企業・行政へのユニバーサルデザイン開発に関する 

 技術支援 
  障害者のより確かなニーズを把握し、福祉用具や住環境、 
 ユニバーサルデザイン製品の研究開発支援を行う。 

特別支援学校への就学場面での動作指導 

機器の選定と試用検討、支援者への指導 

企業への製品開発アドバイス 



４－２ 機能（２） 

⑤福祉用具、住宅改修に関する教育・研修、普及事業 
  介護支専門員・障害者の相談支援専門員、医療・福祉専 
 門職、エンジニア、福祉用具専門相談員、教育関係者、建 
 築士等を対象に、福祉用具等の活用による自立支援につい 
 て理解を深める研修を行う。 
 

⑥リハビリテーション技術支援ネットワーク構築事業 

  利用者の身近な地域で福祉用具等による技術支援を受け 
 ることができる体制づくりを目指し、県内の自立支援協議 
 会単位で、市町、介護支援専門員・障害者の相談支援専門 
 員、リハ専門職、福祉用具サービス事業所のネットワーク 
 づくりを行う。 
 

⑦福祉用具の研究開発 
  技術支援の実践から見えてくる利用者の身体特性、福祉 
 用具のニーズ等を整理し、新たな福祉用具の研究開発を行 
 う。 
 

⑧福祉用具等の試用検討のための貸出 
  補装具や福祉用具等を選定するための試用検討として、 
 医療福祉機関や教育機関等に原則２週間の貸出を行う。 

リハ職、福祉用具専門相談員の実技研修 

ケース支援を通して市町、リハ職、福祉 
用具専門相談員等による連携体制づくり 

ケース支援を通して見えてきた必要な 
福祉用具の研究開発 



種目 数 

【治療訓練用具】 

【義肢・装具】 

 上肢把持装具、スプリント等 

【パーソナルケア関連用具】 

 排泄・入浴用具等 

【移動機器】 

 歩行車、車椅子、電動車椅子、 

 移乗機器、移乗用具、車椅子付 

 属品、車椅子クッション   

 電動操作インターフェース等 

【家事用具】 

 家事用具、食事用具等  

 ２０種 

 ８０種 

 

２００種 

 

８００種 

 

 

 

 

２００種 

 

種目 数 

【家具・建具・建築設備】 

 手すり、段差解消機、階段昇降 

 機、座位保持装置等 

【コミュニケーション関連用具】 

 重度障害者用意思伝達装置、携 

 帯用会話補助装置、スイッチ、 

 特殊マウス、特殊キーボード等 

【操作用具】 

 自助具等 

【環境改善機器・作業用具】 

【レクリエーション用具】 

【その他】 

３５０種 

 

 

４００種 

 

 

 

２００種 

 

 ２０種 

 ５０種 

 ３０種 

５－１ 設備・展示品 

【センターにおける福祉用具の保管】 

【趣旨】 
スライド５ 
○【設備・展示
品】にて、どのよ
うな機器・用具を
用意しているかを
記載願います。 
○機器の用意の様
子が分かる画像が
あれば貼付願いま
す。 
○入手や機器の更
新の工夫があれば、
併せて記載をお願
いします。 

【機器の入手・更新方法】 

○県の予算で入手。 
○補装具等の適合のための試用評価に 
 必要な用具を整備している。 
○個々のケースの技術支援に部品等を 
 調整し、試用対応できる道具の整備 
 を行っている。 



●住宅改修プランや福祉用具の試用検討を行うバリアフリー体験住宅「ほっとあんしんの家」                            

●生活動作に適した福祉用具を選択するための試用検討を行う各種福祉用具 

５－２ 設備・展示品 （試用検討のためのモデル住宅と福祉用具） 



① 障害のある方への自立に向けた直接支援 
  （日常生活、就学、就労に関する技術支援、福祉用具の適合、住宅環境調整に関する技術支援等）  

    相談支援件数の増加 （Ｈ２７年度：７９８件実施）  ※資料１～３参照 

６－１ 取組による効果（１） 

●自立度の高い就学を実現するための技術支援 （市、相談支援専門員との連携） 

中学校入学に向けての環境と動作の確認 小学校生活を自立的に営める支援 

リーチャーの製作 車椅子の改造と適合 トイレキャリーの改
造 

介助軽減する移乗機器の利用 

●一人暮らしと就労を実現するための技術支援 （市、相談支援専門員との連携） 



② 福祉用具の開発や施設環境等のユニバーサルデザインに関する相談支援 
  （施設や学校等へのバリアフリーに関する支援、企業・行政へのユニバーサルデザイン開発等に関する支援） 

    ア）企業等への福祉用具開発 相談支援件数 （Ｈ２７年度：３３１件実施）  

        ※資料１参照  

６－２ 取組による効果（２） 

      イ）行政等へのユニバーサルデザイン相談支援件数 （Ｈ２７年度：１９９件件実施）  
        ※資料１参照   

●県立中央病院ユニバーサルデザイン支援 

●電動姿勢変換機能付き簡易電動車椅子 ●簡易電動移乗機器 



③ 福祉用具、住宅改修に関する教育・研修、普及事業 （Ｈ２７年度実績） 

      ア）福祉用具活用研修 （実技研修）  

         ・施設職員等対象 （年２回：  ９６名参加） 

         ・リハ専門職対象   （年１回：  ３５名参加） 

        ・教職員対象    （年１回： ２８７名参加） 

      イ）職場環境改善研修 （年１回：  ４４名参加） 

        「職場における腰痛予防対策指針」を受け、 

        福祉用具活用による介護従事者の負担軽 

        減について施設責任者を対象に研修会を 

        開催   

       ウ）補装具に関する研修 （年１回 ： ６０名参加） 

        県身体障害者更生相談所との協働により、 

        補装具取扱業者、医療機関職員、福祉施 

        設職員を対象に研修会を開催     

      エ）医療・福祉職等の学生を対象にした福祉用具体験学習 （年４７回実施） 

      オ）福祉用具普及事業    

        ・福祉用具展示会 （年４回実施）  

          

 

６－３ 取組による効果（３） 



④福祉用具等に関する技術支援ネットワーク構築事業の展開   ※資料４～６参照 

６－４ 取組による効果（４） 

イ）障害（児）者の自立に向けた支援機関連携モデル事業 

ケアマネ 相談支援専門員 

リハ専門職 
（ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ） 

福祉用具 
専門相談員等 

建築士 
エンジニア 

ロ）補装具等の適合・供給人材スキルアップ事業 

本人・家族 

 基幹相談支援センター等 
 ●モデル事業の窓口 
 ●合同ケース検討会の開催 

居宅サービス 
事業所等 

訪問リハ事業所 
（ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ） 

福祉用具サービス
事業所等 

建築・製造 
関連事業所 

居宅介護支援 
事業所（ケアマネ） 

相談支援事業所 
（相談支援専門員） 

連携 

●電動車椅子、オーダーメイド車椅子、座位保持装置、重度障害者用意思伝達装置の 
  ４種目についてステップアップ研修を実施  （年間１種目ずつ４年間継続して実施） 

●加賀・金沢・能登地区で開催  約３０人を対象とし４年間継続して実施 

●リハセンターの指導により、加賀、金沢、能登地区の基幹相談支援センター等を 
  窓口としたモデル事業を実施（４年間継続） 

 

リハセンター 
 

 より専門的な福祉用具・住環境   
 等の整備・活用による自立支援 

 

●障がいのある方の「自立」 
 を視点においたリハ技術支 
 援計画の実践研修 

●補装具等の適合、選定、 
  改良等の実践研修 

スキルアップ事業の実施 

 

地域での支援者同士のネット
ワークづくりによる相談支援
体制の連携強化 
 

●リハ技術支援の指導 
●成果普及報告会の開催 

モデル事業の支援 



⑤福祉用具の研究開発 （Ｈ２７年度実績）                                             

      ア）在宅環境で利用できる電動姿勢変換機能付き電動車椅子の研究 

 

 

 

 

 

 

      イ）規制の車椅子フレームに装着できる昇降式フット・レッグサポート装置の研究 

 

 

 

 

 

⑥福祉用具等の試用検討のための貸出 （Ｈ２７年度： ８８５件） 

  装具：５９件 、パーソナルケア用品：５１件 、移動・移乗関連用具：３５４件 、自助具：１６３件  

  家事・建具・建築設備：３５件 、コミュニケーション関連：１６０件 、その他３３件 

 

６－５ 取組による効果（５） 



⑦ウエルフェアテクノハウス「バリアフリー体験住宅」の利用状況 
 
     （平成２５年度は改修工事のため、平成２５年１０月１１日（金）～平成２６年１月３１日（金）まで休館） 
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障害者への技術支援 

（テクニカルエイド） 

教育研修 企業支援・研究開発 一般見学 

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

６－６ 取組による効果（６） 



資料１ 相談・技術支援の件数 
■バリアフリー推進工房 

    相談・技術支援件数の推移 

■個別テクニカルエイドの相談依頼元 

（福祉用具等の技術支援）  

     Ｈ２７年度：７９８件の内訳  

625 
537 

495 

615 

798 

332 

365 

332 

410 

331 
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230 
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0
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

行政への支援 

企業への支援 

個別テクニカルエイド（障害者への支援） 

172 

100 

97 

94 

76 

57 

61 

47 

39 

17 

17 

4 

3 

14 

0 50 100 150 200

難病相談・支援センター 

医療機関 

障害者総合支援法関連事業所 

相談支援事業所 

市町 

教育機関 

介護保険関連事業所 

当事者・家族 

訪問リハビリテーション 

更生相談所 

福祉用具サービス事業所 

保健福祉センター 

高次脳機能障害相談支援セ… 

その他 



■個別テクニカルエイド 

（福祉用具等の技術支援）の疾患分類  

    Ｈ２７年度：７９８件の内訳  

資料２ 相談・技術支援の件数 

299 

186 

117 

50 

37 

18 

3 

24 

64 

0 50 100 150 200 250 300 350

神経・筋疾患 

脳性麻痺 

脊髄損傷・脊髄疾患 

脳血管障害・頭部外傷 

骨・関節疾患 

知的障害 

切断 

施設支援 

その他 

■個別テクニカルエイド 

（福祉用具等の技術支援）の支援方法  

    Ｈ２７年度：７９８件の内訳  

訪問, 303, 

38% 

来所, 162, 

20% 

電話・メー

ル等, 277, 

35% 

スタッフ会

議, 56, 7% 



資料３ 相談・技術支援の件数 

28 
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136 

16 
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13 

39 

33 

12 

72 

11 

28 

6 

3 

48 

31 

3 

4 

63 

11 

0 50 100 150 200 250

義肢・装具 

電動車椅子 

車椅子 

クッション 

車椅子部品 

杖・歩行器 

座位保持装置・椅子 

リフト・吊具 

移乗用具 

意思伝達装置・会話補助装置 

環境制御装置 

スイッチ・入力装置 

固定・調整用具 

家具・ベッド 

自助具 

排泄・入浴用具 

スポーツ・レクリエーション用具 

スロープ・手すり 

住宅改修（新築含） 

その他（自動車改造等） 

■個別テクニカルエイド 

（福祉用具等の技術支援）の支援内容  

    Ｈ２７年度：７９８件の内訳  



能美市 （Ｈ２５年度） 

七尾市・中能登町 （Ｈ２６年度） 
（さいこうえんの障害者生活支援センター） 

①リハ技術支援検討会等  

・モデルケース ５事例 

・合同ケース検討会 ２回 

・勉強会 １回 

②啓発・普及事業 

・特別講演会 

・市民健康まつり 福祉用具展示 

③先進地視察 

小松市障害者自立支援協議会 

（Ｈ２６年度） 
（こまつ障害者総合相談支援センター） 

①リハ技術支援検討会等 

・医療機関との連携検討会 ２回 

・勉強会 １回 

②啓発・普及事業 

・特別講演会 

・ふれあいフェスティバル 福祉用具展示 

③先進地視察  

かほく市 （Ｈ２６年度） 
①リハ技術支援検討会等 

・モデルケース ５事例 

・勉強会 ２回 

②啓発・普及事業 

・特別講演会 

津幡町 （Ｈ２６年度） 
（地域包括支援センターリハビリ 

 テーション連絡会） 

①リハ技術支援検討会等 

・合同ケース検討会 ３回 

②啓発・普及事業 

・特別講演会 

③介護教室 等 

羽咋郡市障害者自立支援協議会 

（Ｈ２７年度） 
 羽咋市・志賀町・宝達志水町 

①リハ技術支援検討会 等 

・合同ケース検討会（２回） 

②啓発・普及事業 

・羽咋郡市福祉施設マップ作成 

③先進地の視察 

加賀市 （Ｈ２７年度） 
①リハ技術支援検討会 等 

・リハセンター視察及び検討会 

・勉強会 

②啓発・普及事業 

・日常生活用品、補装具のマニュアル作成 

珠洲市・輪島市・能登町、穴水町  
（相談支援事業所 キララ Ｈ２７年度） 

①リハ技術支援検討会 等 
・リハセンター視察及び検討会 １回 
・合同ケース検討会 １回 
②啓発・普及事業 
・特別講演、ＩＣＦ演習 １回 
③先進地視察 

白山市（Ｈ２７年度） 
①リハ技術支援検討会 等 

・合同ケース検討会 １回 

②啓発・普及事業 

・特別講演会 １回 

・福祉健康まつりにて福祉用具展示 

③先進地視察 

④バリアフリー街づくりのための 

 タウンチェック 

Ｈ２８年度 

金沢市 

Ｈ２８年度 

野々市市 

Ｈ２８年度 

内灘町 

資料４  障害児･者の自立に向けた支援機関連携モデル事業 



資料５ 補装具等の適合・供給人材スキルアップ事業 
■ 自立支援型サービスの視点を重視したプランニング実践研修（年間３回コース受講：修了） 

■ 補装具に関する適合・製作等の実践的技術研修（年間６回コース受講：修了） 

Ｈ２５年度：金沢地区開催 ７１名参加（修了者１９名） 

Ｈ２６年度：加賀地区開催 ６１名参加（修了者２１名） 

Ｈ２７年度：能登地区開催 ５４名参加（修了者１３名） 

Ｈ２８年度：金沢地区開催      （修了者３７名）  

Ｈ２５年度：電動車椅子    ２２５名参加（修了者２７名） 

Ｈ２６年度：車椅子      ４２０名参加（修了者５０名） 

Ｈ２７年度：座位保持装置   ３９５名参加（修了者４０名） 

Ｈ２８年度：コミュニケーション機器（重度障害者用意思伝達装置） 

●各市町の委託相談支援事業所等が窓口となり、他機関との調整や福祉サービス・制度の調整などコー 
  ディネート業務に対応し、センターの役割はリハ専門職が対応する技術支援に特化してきている。 
●障害者の在宅生活者の技術支援に関わるリハ専門職は極めて少ない状況で、リハ専門職が在宅支援 
  に関われる支援体制づくりの検討が必要である。 

リハ 

センター 
 

リハ専門職 

エンジニア 

 

 

より難易度が 
高い技術支援 

 

１３地域 

Ａ地域 Ｂ地域 

資料６ リハ技術支援ネットワーク構築事業の課題 


